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1 概況

くJl, -般経済の概況
景気は,このところ-部に弱さがみられるもののl回復しているo

.企業収益は改善しているo 設備投資は,このところ弱い動きがみられるも
のの.基調として増加しているo
-雇用情勢は,厳しさが残るものの,着実に改善しているo
.個人消費はlおおむね横ばいとなっているD
.輸出は.緩やかに増加しているo 生産はl持ち直しているo

先行きについて臥企業部門の好調さが持続し.これが家計部門-波及し国内
民間需要に支えられた景気回復が続くと見込まれる. -方,アメリカ経済や原油
価格の動向が内外経済に与える影響等には留意する必要があるo

く2, 労働経済の概況
労働経済面をみるとl完全失業率は低下傾向で推移し, 3%台後半となるなど
く第1図l,雇用情勢は,厳しさが浅るものの.着実に改善しているD

完全失業率ほ1 8月は前月比0.
有効求人倍率は,横ばい圏内と
新規求人数は,やや減少してい
就業者数は季節調整値で4ケ月
2ケ月ぶりに増加したo
製造業の残菓時間は1減少して
企業の雇用人員判断は, 9月は
定期給与は横ばい圏内で推移し
いるn

2%ポイント
なってい.るo
るo

遵続で減少

ているo
は不足感
している

上昇し. 3.8%となったo

したo 雇用者数は季節調整値で

が高まっているQ
.現金給与総額は弱含みで推移して

2 -般経済

増と2ケ増と2ケ
月ぶりに増加した く第2図Io

が謂買芸鮭腰芸詑芸葦碧喜喜萱去芸喜喜言言
o.8%減の後, 10月4.1%増となっているo

く21最終需要の動向をみると,

前月臥速軌以下同じうは1前月臥速軌以下同じうは1
7月1.2%減の後,p8月o.4%増となった.うち勤労者世帯では7月o.5%増の
後. 8月1.5%増となったo勤労者世帯の平均消費性向は7月 く季節調整値1
72.4%の後, 8月75.1%となった く第3図1o
消費者態度指数の推移をみると, 2007年7-9月期 く季節調整済前期差lは

0.4ポイント低下し. 43.9となったo なお- 9月 く原数値前年同月差lは2.2ポ
イント低下し. 44.1となった.
8月の小売菓販売額く季節爾整済前月比.確報ー 以下同じj は, 3.9%増,

大型小売店販売額は4.8%増となった.また,乗用車く軽を含むIの新車登録
台数 く原数値前年同月比lは- 8月2.1%減の後, 9月5.0%減となったQ

----屑二務省r法人企業続計季報Jによると-全産業の設備投資は, 2007年1-3
月期季節調整済前期比1.6%増の後. 2007年4-6月期同10.2%減くうち製造業
同1.1%増l非製造業同16.4%減lとなっており,全産業,非製造菓で3四半
期ぶりに減少しているQ
今後の動向については,日本銀行 r企業短期経済観測調査Jく9月調査Iを

みるとl全規模の2007年度の設備投資計画く前年度比1は,全産業で4.9%増.
製造業は6.8%増,非製造業は3.8%増となっている く第4表,o また-機械受
注 く船舶.電力を除く民需ン は.季節調整済前月比で7月は17.0%増の後. 8
月は7.7%減となっているo 国土交通省 r建築着工統計Jによる非居住用建築
物 く民間1の工事予定額をみると1 7月は季節調整済前月比40.1%減の後, 8

月は同26.7%減となっているo
先行きについては.企業収益の改善が続いていることから,増加傾向で推移

するものと見込まれるn
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第3図 個人消費
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第4表 設備投資
ぐ前年度比一%I

18年度 19年度

く計画I 修正率
全規模計
製造業
大企業
中小企業

非製造業
大企業
中小企業

9.4

13,4

11.7

25.9

7.2

9.1

1.4

4.9

6.8

12.1

-13.6

3.8

6.7

-8.9

1.7

1.2

0.8

6.2

1.9

1.0

7.2

く資料出所1日本銀行r全国企業短期経済観測調査Jく2007年9月,
く注卜 修正率は,前回詞査C2007年6月lとの対比c
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整済前月比,0.1%軌8月は同23.整済前月比,0.1%軌8月は同23.
0%減の6.1万戸 く年率72.9万戸lと2ケ月連続で減少した く第5図l.
新設住宅着工床面積は, 7月季節調整済前月比29.8%減の後, 8月は同17.0

%減となったo
先行きについては, -時的に改正建築基準法施行の影響が当面続くものわ.

雇用情勢が改善していることに加えl家計の所得環境などの回復が続いてVlけ
ば,住宅着工は底堅く推移していくことが期待される,

月比で-月比で- 7B2.8細の臥8月
は9.1%減となった.また,公共工事請負金額 くr公共工事前払金保証統計Jl
をみると1 8月前年同月比5.Ll%減の後, 9月は同12.1%減となってtいる.

61 出は1緩やかに増加している
出 く数量べ
5%増となっは5.6-
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6月期
には,アジア
直しの動きが

調整済前期比lは,月別で7月2.4%減の後.
半期別ではl平成19年1-3月期2.1%増の後,
つた く第6図うo
ま全体として増加,アメリカ向け輸出は全体と
u向け輸出は全体として横ばいとなっているo

天竿妄蛋碧賢毒韻麺済前期比川L月別で7月0. ,%滅の後,
5%減となっており.四半期別では1平成19年1-3月期3.4%減の後1
4-6月期0.4%減となった く第6図,o
には1アジアからの輸入は緩やかに減少1アメリカからの輸入は全体
やかに減少, EUからの輸入は緩やかに増加しているo

なりl輸出物価は同1.0%下落 く同o.7%下落Il輸入物価は同1.1%下落 く同2.1

%上昇1となった.
8月の消費者物価はl総合が前年同月比0.2%下落く前月比0.5%上昇lとなりl

生鮮食品を除く総合は同0.1%下落く同0.2%上昇lとなった く第7図うo.

----貯務育--了層-天奄業統計季報Jによると1全産業の経常利益は,四半期別前年同
期比で, 2007年1-一3月期7.4%増の後, 2007年4-6月期12.0%増 く製造業17.
3%増1非製造業8.0%増ll季節調整値で2007年1へ3月期前期比0.2%減の後-
2007年4へ6月期同8.5%増 く製造業15.0%増,非製造業3.6%増つ となったo-
また,日本銀行 r企業短期経済観測調査Jく9月調査lによれば.企業の全規

模の2007年度の経常利益計画 く前年度比1は, 2007年度通期では全産業o.5%の
増益l製造業1,8%の増益,非製造業o.5%の減益となっているo なお, 2007年度
上期では,.全産業0.9%の減益l製造業1.2%の増益.非製造業2.8%の減益の後,
下期では全産業l.9%の増益,製造業2.3%の増益,非製造業1.6%の増益が見込
まれている く第8表ンo
企菓の業況判断D.I.くr良v-J - r悪いJlについて日本銀行 r企業短期経済

観測調査j く9月調査Jをみると- 規模計で,1全産業4ポイント く3ポイント悪
化l,製造業9ポイント く4ポイント悪化,,非製造業-1ポイント く4ポイン
ト悪化lとなっており.全産業一製造業一非製造業で悪化となっているく第9表1.
倒産件数 く東京商工リサ-チ調べlは, 9月1,047件で.前年同月比1.6%増と

なったo

く51 2007年4-6月期の実質国内総生産 くGDPI成長率は,季飾調整済前期比0.
3%減 く年率1.2%減う となった.内外需別にみるとl国内需要の寄与度は-0.3
%1財貨.サ-ビ.スの純輸出の寄与度は0.0%となったc また,名目GDPの成
長率は季節調整済前期比0.2%減となった く第10図Io
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3 雇用.失業

は同1は同1
4万人減と減少し, 6,395万人 く原数値は6,446万人1.前年同月差19万人増1と
なった.男女別には- 男性が3,749万人 く前月差12万人減Il女性が2,646万人
く同2万人減1となった く第11表1D

は同.は同.
5万人増と増加し, 5,529万人 く原数値は5,538万人l前年同月差59万人増Iと
なった く第13図フo 男女別には1男性が3,232万人 く前月差5万人増,,女性が
2,297万人 く同10万人増lとなった く第11表ID 雇用形億別 く原数値lにみる
と.常雇が4,769万人く前年同月差48万人増1-臨時雇が667万人く同10万人増,l
日雇が102万人 く同1万人増1となったo

諸弘甑酷諸弘甑酷
酢二Fデ不ム労働者は前月比0.7%増となったo

%と%と
なった後1 8月は同0.2%ポイント上昇の3.8% く原数値は3.7%,前年同月差
o.4%ポイント低下Iとなった.男女別には,男性が3.8% く前月差0.1%ポイ
ント上昇11女性が3..7% く同0.4%ポイント上昇,となったD

u�u�
Jま同16万人増と増加し, 252万人 く原数値は249万人,前年同月差23万人減l
となったo男女別には-男性が149万人く前月差4万人増l,女性が103万人く同
12万人増フ となったo
なお- 求職理由別 く原数値lにみると- 8月は非自発的理由による離職失

業者は75万人 く前年同月差12万人減I,自発的理由による離職失業者は97万人
く同9万人減うIL学卒未就職者は9万人 く同5万人減I,その他の理由による
失業者は63万人 く同2万人増lとなった く第11表lo.

月は月は
同3万人増となり. 6,649万人 く原数値は6,695万人,前年同月差4万人減1
となったo

bÓbÓ
は同3万人減と減少し, 4,394万人 く原数値は4,344万人,前牛同月差34万人
増ブ となった.男女別には,男性が1,443万人 く前月差8万人増11女性が2,9
50万人 く同12万人液lとなったo
労働力人口比率 く原数値1は, 8月は60.6% く前年同月差0.2-%ポイント低

下Iとなったo 男女別には.男性が73.3% く同0.2%ポイント低下l,女性が4
8,8% く同0.2%ポイント低下Iとなった く第11表lo

就業率 く15歳以上人口に占める就業者の割合,原数値1は, 8月は58.4%
く前年同月差0.1%ポイント上昇lとなったo

く21有効求人数 く季節調整値Jは- 前月比0.7%減と2ケ月連続で減少したo
有効求職者数 く季節調整値,は,前月比0.3%減と2ケ月連続で減少したD

皇L
新規求人数 く季節調整値lはl前月比0.3%減と3ケ月連続で減少.したo
新規求職者数 く季節調整値Iは.前月比2.1%減と3ケ月連続で減少したo
8月の新規求人倍率 く季節調-整塵上--娃-L-L-萱旦佳-と幽

求人倍率は1..6,倍く前年同月差0..1ポイント低下.lとな求人倍率は1..6,倍く前年同月差0..1ポイント低下.lとな
新規求人 く季節調整値lを-般 く除パ-り とパ-トの別でみると. 8

般は前月比0.2%減と3ケ月連続で城少し,パ-トについては同1.3%増と
ぶりに増加したo 新規求職者数 く季節調整値lは1 -般は前月比2.3%減
月連続で減少し,パ-トにつblては同2.2%減と3+-月連続で減少したo

産業別にみる
万人増,情報通
支援業は同4万
6万人減,医療
設業は前年同月
また- 8月の

医療,福祉は同7
ビス業は同13.5
同10.9%減1卸

つた.
月は-
2ケ月
と3ケ

と- 8月の就業者数 く原数値lは.卸売.小売業は前年同月
信業は同7万人増1飲食店l宿泊業は同7万人増,,教育,
人増と増加したのに対し,サ-ビス業は同21万人減l運輸業

差
学
は

ー 福祉は同5万人減.製造業は同2万人減と減少した.なお,
と同水準であったo
新規求人 く原数値lは,教育,学習支援業は前年同月比9.2%増
7.2%増.飲食店,宿泊菓は同1.0%増と増加したのに対し,サ

8

習
同
建

.5%減,建設業は同12,1%減.情報通信菓は同11.4%減1製造菓は
卸売.小売業は同3.7%減,運輸業は同0,4%滅と減少したo
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く41雇用に先行して動くと考えられる指標についてみると,所定外労働時間 く事業
所規模5,JL以上ー 季節調整済指数1確報lは1製造業では7月は前月と同水準と
なった後1 8月は同1.0%減ー 調査産業計では7月は前月比0.2yo減となった後,
8月は同0.4%増となったo
1日本銀行 r全国企業短期経済観測調査Jく9月調査lによると,雇用人員判断

D.工.くr過剰J
- r不足Jlは1全産業では-9%ポイント く6月調査より1%ポ

イント低下lとなっている く第14図,o

厚生労働省 r労働経済動向調査Jによると, 2007年4-6月期に雇用調整を
実施した事業所割合は13%となり2007年1ノ-3月期に比べて1%ポイント上昇
した く第15図l.また1 2007年7-9月期に実施予定の事業所割合は12%- 2007

年10-一12月期に実施予定の事業所割合は10%となっているo

4 賃金.労働時問

く11 8月の現金給与総額 く事業所規模5人以上,産業計l確報.以下同じlは284,3
rbrb

両肩ー匠丁罰右層て--7耶罰軒宥亨ま向o. 6%減となった.
内訳をみるとl所定内給与は前年同月比0,2%減 く-般労働者同0.4%増1

パ-トタイム労働者同0,4%減Iとなったほか,所定外給与は同1.2%増,特
別給与は同12.8%増となった く第16図1o

また.きまって支給する給与は前年同月と同水準 く-般労働者同0.5%増1パ
-トタイム労働者同0.4%減lとなった8

く21 8月の給実労働時間 く事業所規模5人以上,産業計l確報.以下同じlは147.9
rbrb

両万-琵石丁了耶ニ下-声ー才コ巧弼酢酢罰司1. 7%減となったD
内訳をみると,所定内労働時間は137.4時間で前牛同月比0.6%減 く-般労

働者同横ばい- パ-トタイム労働者同l.7%減I l所定外労働時間は10.5時間で溝百年
同月比0.1%増 く-股労働者同1,4%増,パ-トタイム労働者同0.6%増lとなっ
たo なお,月問出勤日数は19.1日で前年同月差0.1日減となった.
8月の製造業の所定外労働時問 く確報lは15.8時間で,前年同月比

こ-7申ここ-7申こ
で同2.2%増,30ノ-99人規模で同1.3%減, 5-29人規模で同1l.3%減と
17図Io

主工旦姐と
499人規模
なったく第
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10月の主要変更点 く概観部分う

-般経済の動向

9月 月例 10月 月例

景気は,このところ-部に弱さがみられるもの
の,回復している.

- 企業収益は改善してt,1る.設備投資はlこの
ところ弱い動きがみられるものの,基調として
増加しているo

. 雇用情勢はl厳しさが残るものの1着実に改
善しているD

. 個人消費は,持ち直しているo

輸出は.緩やかに増加しているo生産は,堕
ばt,1となっているo

先行きにつVlては1企業部門の好調さが持続しl
これが家計部門-波及し国内民間需要に支えられ
た景気回復が続くと見込まれるo -方lアメリカ
経済や原油価格の動向が内外経済に与える影響等

には留意する必要があ争.

景気は.このところ-部に弱さがみられるもの
のl回復しているo

二 企業収益は改善しているo設備投資は1この
ところ弱い動きがみられるものの1基調として
増加している.

I雇用情勢は,厳しさが残るものの-着実に改
善しているD

J

.個人消費は.おおむね横ばいとなっている.
輸出はl緩やかに増加している.生産は.堕
ち直しているo

先行きについてはl企業部門の好調さが持続し.
これが家計部門へ波及し国内民間需要に支えられ
た景気回復が続くと見込まれるo -方,アメリカ
経済や原油価格の動向が内外経済に与える影響等
には留意する必要があるo

個別項目の判断

9月月例 10月月例

個人消費 持ち直している. おおむね横ばいとなっているo

住宅建設 おおむね横ばいとなっているo このところ減少しているD

生産 横ばいとなっているD 持ち直しているD

業況判断 横ばいとなっているo 大企業製造業では横ばいとなって
いるものの.全体としては慎重さ
がみられるo

く注l下線部は先月から変更した部分o


